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平成 26年 2月 9日（日）、自由が丘産能短期大学において、第 41回関東・東北ブロック研究会

が開催された。申込者は 40 人であったが、当日は大雪のため欠席者が続出し、33 人の出席とな

った。ウェールズ大学院の井上由美子先生のご講演をはじめ研究発表、バズセッションなど活発

な意見交換が行われ、充実したブロック研究会であった。 

     

総会あいさつ           

変化に対応するブロック研究会 

関東・東北ブロック研究会リーダー 

髙橋 眞知子（常磐

短期大学） 

 2013-14年新体

制がスタートして、

早 1年が経とうとし

ています。日本は

長く低迷していた経済が徐々に動き始めてはいま

すが、猛烈なスピードで押し寄せるグローバル化を

生き抜くには、新たな枠組みを築きあげる必要が

あります。ビジネス現場における求められる能力・

人間像・マネジメントも、変化に伴い変わらなけれ

ばならないでしょう。 

 ブロック研究会では、時代の変化に対応する皆さ

んの研究活動の場を提供することを第一の目的と

しながら、運営では新たに導入した「ブロックメール」

の活用など効率化・簡素化を進めていきたいと思

います。また、それと同時に、変化の中の不易流

行を見極めていくことも大切なことと考えます。 

 私たちは、そのような活動を新たに参加された若

き５人の運営委員の皆さんと一緒に目指していき

たいと思います。どうぞ、よろしくお願いいたします。 

 

助成研究発表         

テーマ：「中小企業のインターンシップⅡ」 

古閑博美（嘉悦大学）牛山 佳菜代（目白大

学） 北川 宣子（カリタス女子短期大学） 

佐藤 美津子（多摩大学）鈴木 恵（横浜創英

大学）本多 和子（横浜創英大学） 

  本研究は、関東・東北ブロック研究会より

2012年度に続き 2013年度継続研究として採択

された。東京都内の企業 244社にアンケートを

実施し、有効回答 91社を考察した。事業規模

の内訳は中小企業 43社、小規模事業者 8社、

中小以外 39社、

無回答 1社であ

る。半数が毎年

インターンシ

ップを実施し

ており、インタ

ーンシップ制

度は定着しつつあるといえ、社会貢献、大学と

の関係という観点はほぼ達成している。 

受入目的や達成度に差異はなく、期間は 1～

2週間が 8割近い結果であるが、担当者の負担

やコストは課題である。自由記述に「採用に連

結させるプログラムを考案すべきである」とあ

るように、今後人材育成や確保にどのようにイ

ンターンシップを活用するかが課題である。大

学のキャリア教育がいっそう問われるほか、こ

れまで以上に産業界・官界・学界の連携が必須

である。研究を継続し、汎用性のインターンシ

ップカリキュラムモデルの検討及び提案につな

げたい。 

http://www.b-jitsumu.com/index.html 

第 41回 

関東・東北ブロック研究会会報 
 



第 41回関東・東北ブロック研究会（平成 26年 2月 9日開催） 

 
2 

 

講 演            

「大学で作り出す人材とビジネス現場で

求める人材の大きな乖離」 

～ビジネス社会で生き残れる人材を育て

るためには～ 

 

  英国ウェールズ大学大学院 MBA プログラム 

准教授 井上由美子 

ビジネスの現場で必要とされる人材と大学

教育で作り出される人材に乖離がみられる。こ

の点について、大学の設置科目、内定者の意識

調査、企業サイドからの採用状況や採用傾向な

どから検討を行い、今後この乖離を埋めるため

大学教育としてどのような取り組みをしてい

ただけたらよ

いかお話しし

たい。 

 まず、事前

に大学に就職

のためにどの

ような科目を

設置しているかアンケートを行い、その結果の

分析を行った。アンケートは大学で「コミュニ

ケーション能力」「PC 処理能力」「対人関係調

整能力」「文章作成能力」「その他」「就職のた

めの科目」といった就職のための教育を行って

いるかという内容である。 

「コミュニケーション能力」についてはデジタ

ル化によりＳＮＳによるコミュニケーション

が増えているが、この状況の中でどれだけ質の

高いコミュニケーションをとることができる

かが企業にとって大事なことであり、正確で効

果的なコミュニケーションがいつも課題とな

っている。「PC処理能力」についてツールとし

て使えることが必要である。「対人関係調整能

力」とコミュニケーションと関係しているが、

この能力の育成については各学校課題となっ

ているように見える。「マナー・言葉遣い」に

ついては社会人として必要なものである。「英

語」については TOEICの基礎が役に立つかは疑

問であり、クローバルなビジネス環境ではコミ

ュニケーションとの補完関係が重要と考える。

「その他」のところで社会・経済について、何

が起こっているか関心を持つことが大事であ

り、就職試験のための付け焼き刃の知識では意

味がない。 

 次にアル―(株)による内定者の意識調査か

らみられる点として、社会人としての強みと課

題として共に 1 位はコミュニケーション能力

であった。これは自分の強みでもあり、課題と

しても感じているという。また、3位に協調性

とあるが、今の学生は「反論はしない」という

協調性は高いが、会社では議論をして結論が出

てからの協調性が大事である。学生が企業で自

己実現ができているかという点では半数以下

しかできるという回答がなかった。仕事や職場

に入ることで学生が自己実現ができるという

とことについてきちんと考えられていなかっ

たのではないか。これについては企業と学校と

のコラボレーションによって、企業において学

生が自己実現ができるという回答が増えるこ

とを期待したい。 

 現在の新卒採用はインターネットからエン

トリーシートによる個性の見えない応募、採用

期間が限られていること、学生の画一的対応の

ため、学生のポテンシャルの見極めが難しいの

という状況である。一方、企業側の採用の傾向

としては企業のグローバル化に伴いグローバ

ル人材が求められている。金融・IT 企業では

外国人比率が高まっている傾向にある。また、

一般職と言われる領域でも従来の一般職では

なく、多様な専門職傾向が強まってきて、「ス

ーパー一般職」と言われる人材が求められてい

る。今後グローバル人材と専門性の高い一般職

との二極化で採用が行われると思われる。この
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ような状況の中で学生には「どんな働き方をし

たいか」というビジョンの明確化と自分の個性

を極めることが必要と考える。 

 では、入社後に成功している新卒とはどのよ

うなものか。基礎的なコンピテンシーとしては

挨拶や時間を守るなどモラル、マナー、論理的

な文書作成能力、ディスカッションができ、自

分の意見がきちんと言える程度の英語力など

を有している。また、スキルの部分では知識と

して業界の概要を知っていること、PDCA がま

わせること、強みと弱みを分析できること、資

質面では柔軟にものが考えられること、好奇心

があり失敗を恐れないこと、自分で考え行動で

きることなどである。このような新入社員は入

社してから成功するタイプと言える。 

 最後に今後ビジネス社会で成功し生き残れ

る人材を育成するため、大学としてどのような

対応していただけたらよいか、具体的に提案し

たい。まず、企業、ビジネスを念頭に置き、授

業を設計してほしい。コミュニケーション実習

では、企業では日々どのようなコミュニケーシ

ョンがされているかを想定して実習を行う。イ

ンターンシップも積極的に行い、オフィスワー

クの疑似体験をさせること。ビジネス文書作成

も定型的なものではなく、具体的な場面を想定

してシミュレーションをし、最適な文書とはど

のようなものか理解させる。語学については、

英語はディスカッションレベル、アジアを見据

えて第二外国語も修得できれば望ましい。次に

自分のキャリアビジョンを意識し、就職してか

らどのようなキャリアを積みたいか、10年後、

20 年後の自分のイメージをどのように描いて

いるかなどキャリアデザインを考える時間や

場を学生時代に持ってもらいたい。 

以上、ビジネス現場で求める人材育成のため

の大学教育の在り方についてビジネスサイド

から提案させていただいた。 

 

個人研究発表 1         

テーマ：短期大学におけるサービス接遇教

育の効果測定  

藤原由美（自由が丘産能短期大学）  

近年の経済不

況による就職難

の中、サービス

分野の雇用は拡

大傾向にあり、

短大や大学では、

サービス接遇教

育がキャリア教育の一環として広く実践され

るようになった。そこで本研究では、就業力育

成の視点によるサービス接遇教育の効果につ

いて考察することを目的とした。  

筆者は、2012 年度に自由が丘産能短期大学

で実施した「サービスと接遇」科目において、

学生による授業評価調査アンケートと学習達

成度の自己評価アンケートを実施し、サービス

接遇検定の合格率、及び、就職内定率などを総

合的に分析した。これらの結果、学生の授業に

対する満足度が非常に高く、また、高い学習達

成度を挙げていることを、主観的にも客観的に

も確認することができた。さらに、高い就職内

定率を挙げていることから就業力育成にも役

立つことが分かった。最後に、教育効果を統計

的に確認するための効果測定と分析方法の検

討、研究結果を一般化するための継続調査とい

う今後の課題を示した。 
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個人研究発表２         

テーマ：21 世紀を迎えた税理士業界の今後 

 嶋田誠（株式会社麹町経営） 

高橋克矢（カルペディエム商事株式会社） 

本研究は、会計事務所をターゲットとし、税

理士業界の課題や動向を分析し、また、新たな

職業会計人を目指す人々の現状やその意識を

調査・分析することにしている。 

日本の税制・税理士制度の近代化に大きな影

響を与えたものとしてシャウプ勧告があり「納

税者の代理人」という標題のもと論じている。

しかしながら、近年は税理士に求められる役割

は非常に多岐にわたる現状になっており、人事

考課調査を

行い、その実

態を明らか

にした。その

結果、職員の

税理士資格

取得後の待

遇や人材育成・管理の課題が浮き彫りとなった。

税法の複雑化、国際化によって、税務に関する

法的判断や企業経営の助言、指導が求められて

いることから法律家としてあるいはコンサル

ティング思考の税理士が求められている。また、

大型税理士法人や特化した小規模事務所の 2

極化の流れの中で他の士業とのジョイントに

よるワンストップサビースが求められている

傾向にあることが明らかになった。 

 

個人研究発表 3         

テーマ：大学生企業研修モデル 

－短期間で成果を挙げる－ 

石井典子（一般財団法人キャリア 

        教育振興協会） 

学校の授業の延長ではなく企業研修の一環

ということを前提とし、最終目標は検定合格と

いうことを掲げ、この目標に向かってそれぞれ

が単に努力するだけでなく、合格という“結果”

を生み出す

ことが重要

であること

を強調した。

また、厳し

い企業にお

ける成果主

義の重要性を説き、社会人のルールなども盛り

込んでの短期間（2日間）の研修は、さながら

企業研修なみの真剣さとなった。 

さらに、長文を読むのが面倒な文字離れ傾向

にある学生が苦手とする筆記科目を、動画など

を取り入れて興味を引くことで長く記憶させ

ることができたことが功を奏し、80名中 69名

の合格者を排出した（合格率 86.3％）。事後ア

ンケートにおいても、「常に 100％の力が求め

られていること」を感じ、それに応えるための

努力を各自が行ったかを自問自答するなど、

個々の成長や意識改革が見られ、自己スキルを

向上させることに加え社会人としての基礎力

がいかに重要であるかを認識する研修となっ

た。 

 

個人研究発表 4         

テーマ：教育投資の経済性 

     －大学・短大進学は生涯賃金を

増加させるか－  

山口憲二（新島学園短期大学） 

本発表は生涯賃金データを用いた大学進学

の経済性分析である。基本的には、大卒者と高

卒者の生涯賃金の差額を計算することになる

が、高卒時と大卒時に就職可能な企業規模をコ

ントロールすることにより、大学進学の経済性

を分析することを提案する。一般に大学進学は
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平均的に

は経済的

に有利で

あること

が知られ

ているが、

男女とも

大学進学

が経済的に不利になるケースが存在すること

がわかった。 

男性の場合、高校卒業時点で大企業に就職す

る機会を放棄して高専・短大進学・中企業就職

した場合の生涯賃金は 25.0 百万円のマイナス、

大学進学・小企業就職なら 20.7 百万円のマイ

ナスになる。女性の場合は高専・短大進学・小

企業就職でも 1.3百万円のプラスである。女性

の方が男性よりも大学進学の経済的メリット

は大きいことがわかった。 

なお発表後、上記男女差の要因や地域間格差

についての質疑応答が行われ、今後の研究への

参考になった。 

 

実践事例報告・バズセッション         

 2点の実践事例報告の後、グループに分かれ

てバズセッションを行った。 

実践事例報告 1           

テーマ：短期大学における課題解決型学習

の現状と課題－短大と地域自治

体の連携によるパソコン教室事

例として－ 

池田るりこ（産業能率大学） 

本発表の目的は、自由が丘産能短期大学にお

ける PBL(Project/Problem Based Learning)を

取り入れた科目の一つである｢地域課題実践｣

を取り上げ、その現状と課題について検討する

ことである。 

本学では、2001 年度より、地域と大学をテ

ーマにした「課題解決型授業」を実施してきた。

11 年目を迎えた「深沢地区高齢者向けパソコ

ン教室」の企画・運営プロジェクトを具体的な

事例として取り上げ、改めて取り組みの変遷を

確認し、学生の基本的汎用的能力の成果を明確

にする。地域自治会および行政(まちづくりセ

ンター)との連携による実施体制の確立やリー

ダー学生

を中心と

した学生

間のつな

がりの形

成が事例

プロジェ

クトの特徴として挙げられるが、最終年度は、

カリキュラム改編による授業時間の減少や学

生の PC スキルと受講者のニーズとのミスマッ

チが課題となった。 

中央教育審議会の大学教育に求められる「基

礎的汎用的能力」と 2年間の本学全体のカリキ

ュラムを鑑みて、地域自治会、行政等の外部と

の関わりにより生まれるチームワーク力、リー

ダーシップ力、認知的能力が、「地域課題実践」

で発揮でききる能力であり、それを取り入れた

開発が有効であった。 

今後の文部科学省の動向を鑑みて、本学「地

域課題研究」で何ができるか、科目継続に向け

てどのような提案がきるか、今後の方向性、あ

り方を整理する意義は大きい。 

実践事例報告 2           

テーマ：チームビルディングのためのワー

クショップ演習－マシュマロチ

ャレンジ・地図作成ゲーム－ 

畠田幸恵（神奈川歯科大学短期大学部） 

ワークショップ形式の演習を通してチーム

ワークやチームビルディングが形成されてい
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く過程を実感し、スキルとして身に付けてほし

いと考え授業

計画の一部に

導入した。チー

ムは４～５名

とし、同じチー

ムで２つのワ

ークを実践した。 

まず、マシュマロチャレンジというシンプル

で短時間のワークを行い、チームビルディング

の第１段階を経験する。終了後、ワークを振り

返り自分は何をしていたのか、チームはどんな

状況になっていたのか、コミュニケーションは

とれていたかなどをシートに記入させる。 

第２回目の地図作成ゲームはメンバー各自

が持っている情報をチームで共有することに

よって課題を達成するというものである。この

ワークは時間も長く課題も難しいものである

が、第１回目と同じチームで行うことにより

（チームビルディングが形成されているチー

ム）より質の高いチームワークが期待される。 

このワークショップ演習は同一チームで２

回のワークを行うことにより、チームワークの

質がステップアップすることを検証し、学生に

はコミュニケーションの重要性と自分がチー

ムの中でどのような役割を担えるかを修得し

てもらう演習である。 

バズセッション          

バズセッションは「問題解決」「ワークショ

ップ」「インターン

シップ」「キャリア

支援」をテーマに

掲げた 4 テーブル

に分かれ、活発な

議論の後、グルー

プごとに総括を発

表した。 

研究会を終えて         

第４1回関東・東北ブロック研究会実行委員長 

岡田小夜子（大妻女子大学短期大学部） 

東京に大雪が降った2月9日、前の晩から降り

積もる雪のニュースを見て、開催が危ぶまれま

したが、33人もの方が出席してくださり、第41

回日本ビジネス実務学会関東・東北ブロック研

究会を無事に終えることができました。これも

ひとえにブロックリーダーとご協力いただい

た運営委員の皆さんをはじめ、足元の悪い中、

参加くださった皆様のご支援によるものと、深

く感謝いたします。 

研究会は講演、助成研究発表、研究発表、事

例報告・バスセッションと内容の濃いもので、

参加した皆さんは熱気あふれる議論を展開し

ていました。 

研究会終了後は自由が丘の美味しいレスト

ランで懇親を深め、来期への英気を養いました。 

 

事務局より 

１． 第42回ブロック研究会は2015年2月の開催を

予定しています。決定次第、ブロックメール

にてお知らせいたします。 

 

２． ブロックメールによる情報発信を、今後もい

っそう進めていきます。まだ登録されていな

い方は、メールアドレスを自由が丘産能短期

大学の斎藤（SAITO_Yuji@hj.sanno.ac.jp）

までお知らせください。 

 

 

 


